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教員の専門性向上について 

 課題１  

各学校における校内研修の充実を図るための方策 

 

○ 管理職がリーダーシップを発揮して，校内の研修活動の充実を図り， 

教員の専門性を高めていくことが必要である。  

 

 第１回審議会の意見  

○ 視覚支援学校は県内唯一の学校であるため，教員の専門性の維持・充

実が課題である。 

○ 特別支援学校では教員の専門性を担保することが重要である。 

   ○ 特別支援学校では教員の専門性の向上を図るなど，センター的機能を 

さらに発揮するべきである。 

   

 第２回審議会の意見  

○ 特別支援教育に関する専門性とリーダーシップを高めるため，管理職 

の研修体系の充実が必要である。 

○ 発達障害等のある児童生徒の学力向上など，通常の学校の先生方が課 

題だと思う内容を研修に取り入れるべきである。 

○ ケースカンファレンスを開くことで，理解が図られる。 

 

   参考資料  
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資料３ 

【特別支援学校職員が行った訪問・助言件数（研修会講師等を含む）：校種別】 

地域支援推進事業結果報告 
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教員の専門性向上について 

 

 論 点  

 

□ 充実した校内研修体制を構築するための方策について 

 

（方策の例） 

・ 特別支援教育コーディネーターが中心となって各学校が抱える課題

解決に向けた実践的研修を推進する。 

・ 管理職は特別支援教育に関する研修に取り組むとともに特別支援教

育コーディネーターが役割を十分に発揮できる体制の整備に努める。 

・ 自主公開等を活用し，特別支援教育に関する授業研究を積極的に実

施する。 

・ 特別支援学校のセンター的機能や外部関係機関の専門家等を活用

し，特別支援教育に関する校内研修の充実を図る。 
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教員の専門性向上について 

 課題２  

教員一人一人の専門性向上を図るための方策 

 

○ 教育委員会や総合教育センター等の研修機能や相談機能，学校支援機

能の活用を図り，教員個々の専門性を高める必要がある。  

 

 第１回審議会の意見  

○ 教員（小・中学校）の資質向上が必要である。 

○ 市町村教育委員会へ特別支援教育担当者の配置が必要である。 

   ○ 豊富な知識と技術を備えている退職教員のマンパワーを現場で活用す 

る政策があると良い。 

 

 第２回審議会の意見  

○ スクールクラスター方式の学校間の繋がりが必要である。 

○ 医療的ケアは命にかかわる問題であり，教員の専門性も重要である。 

○ 特別支援学校の教員が専門家から学び，自分達の学校に生かし，さら

には通常の学校の教員にも伝えられると良い。 

○ 支援学級や支援学校を経験した退職教員の専門性は，支援員として即 

戦力となるだけではなく経験の浅い教員への良きアドバイザーとなる。 

 

 第３回審議会の意見  

○  特別支援学校のコーディネーターのように地域支援を行う担当が教育

事務所や教育委員会に配置されると良い。 

 

 参考資料  
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教員の専門性向上について 

 

 

 

 

 論 点  

 

□ 教員の特別支援教育に関する専門性の向上を図るための方策につ

いて 

                                         

（方策の例） 

・ 総合教育センター等による研修会の受講を促し，発達障害を含む様々 

な障害種に対応できる指導力の向上を図る。 

・ 特別支援学校教諭免許状保有率の向上を図る。 

・ 地域におけるセンター的機能を担う特別支援学校コーディネーターの 

経験に応じた研修会を実施し，計画的な養成を行う。 

・ 通常学校の教職員を対象とした特別支援教育に関する研修の充実と拡 

大を図る。 

・ 特別支援学校のコーディネーターによる訪問，指導・助言による幼 

稚園，保育所，小・中，高等学校への積極的支援を行う。 

・ 特別支援教育独自の領域である「自立活動」の理解と指導に関する専 

門性の向上を図る。 

・ 市町村教育委員会や教育事務所に専門性の高い職員や外部専門家を配 

置し，障害のある子どもたちに組織的対応ができる体制整備の構築につ

いて検討する。 
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